
 

 

 

事  務  連  絡 

令和３年９月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課 

 

 

小学校、中学校等における新型コロナウイルス感染症拡大の早期探知

のためのモニタリング検査の実施に係る協力について（依頼） 

 

 

平素より新型コロナウイルス感染症対策に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 

内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室では、政府における「新型コロナウ

イルス感染症の基本的対処方針」（以下「基本的対処方針」という。）の記載を踏まえ、

再度の感染拡大の予兆や感染源を早期に探知するため、比較的感染リスクの高い事務

所・作業所、寮、大学、空港等の場所を中心に、幅広く PCR 検査等（モニタリング検

査）を実施しています。 

本年８月 25 日、基本的対処方針が変更され、「都道府県は、政府が行うモニタリン

グ検査において、小学校、中学校等の教職員も、積極的に参加するように協力を行う

ものとする」と新たに記載されたことを受けて、同室から、別添のとおり、小学校、

中学校等（小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校及び特別支援学校をいう。

以下同じ。）の教職員（特にワクチン未接種の方）において、モニタリング検査の積極

的な活用を検討するよう依頼がありました。 

同室からは、モニタリング検査の対象区域（※）であって、学校や学習塾等において

クラスターの発生が見られるなど、急速な感染拡大が広がっている首都圏の各都県

（埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県）のうち、特に人口が多い東京 23 区、横浜

市、川崎市、さいたま市、川口市、千葉市、船橋市に所在する小学校、中学校等を対

象に協力を求められています。 

ついては、本検査の趣旨・目的に御賛同の上、モニターとなることに御協力いただ

ける場合は、内閣官房ホームページ（下記参照）からモニタリング検査の登録を行っ

ていただくようお願いします。 

関係都道府県・指定都市教育委員会総務課・学校保健担当課 

関 係 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 部 課 

附属学校を置く関係国公立大学法人附属学校事務主管課 

関係文部 科 学大臣所 轄 学校法人担当課 

構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を 

受けた関係地方公共団体の学校設置会社担当課 

御中 

内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室より、新型コロナウイルス感染

症の再拡大を早期に探知するためのモニタリング検査について、別添のとおり協

力依頼がありました。モニタリング検査の対象区域におかれては、本検査の意義を

踏まえ、積極的な御検討をいただくようお願いします。 



 

なお、本検査に係る費用については、検査に協力する小学校、中学校等の教職員個

人への検査費も含めて、内閣官房において負担することとされておりますので申し添

えます（検査の結果、陽性の疑いが生じた場合の診療費を除く。）。 

このほか、別添事務連絡にあるとおり、早期に陽性者を発見することによって感染

拡大を防止する観点から、小学校、中学校等の教職員においては、抗原簡易キットや

毎日の健康状態を把握するための健康観察アプリを活用することも有効と考えられ

ますので、併せて御活用いただくようお願いします。 

都道府県・指定都市教育委員会におかれては所管の学校及び域内の市区町村教育委

員会に対して、都道府県私立学校主管部課におかれては所轄の学校法人等を通じて、

その設置する学校に対して、国公立大学法人におかれてはその設置する附属学校に対

して、文部科学大臣所轄学校法人におかれてはその設置する学校に対して、構造改革

特別区域法（平成 14 年法律第 189 号）第 12 条第１項の認定を受けた地方公共団体

の学校設置会社担当課におかれては所轄の学校設置会社及び学校に対して、周知され

るようお願いします。 

（※）北海道、宮城県、栃木県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、京都府、

大阪府、兵庫県、福岡県及び沖縄県 

 

                記 

 

○感染拡大の予兆の早期探知のためのモニタリング検査登録フォーム 

https://corona.go.jp/monitoring/form-group/ 
 

（参考） 

 ○「職場における積極的な検査等の実施手順（第２版）について」（令和３年６月

25日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部ほか連名事務連絡） 

  https://www.mhlw.go.jp/content/000798697.pdf 
※ 抗原簡易キット及び健康観察アプリの活用に関する詳細について記載されております。ま

た、内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室HP（https://corona.go.jp/health/）におい

ても、民間事業者等が開発・提供している健康観察アプリが紹介されておりますので、併せ

て御参照ください。 

 

 
＜本件連絡先＞ 

○本件通知について 

文部科学省 ０３－５２５３－４１１１ 

初等中等教育局 健康教育・食育課（内線：２９１８）              

 

○モニタリング検査について 

内閣官房 ０３－５２５３－２１１１ 

新型コロナウイルス感染症対策推進室（内線：３３２１２、３３２１１） 
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文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課 御中 

 

 

内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室 

 

 

小学校、中学校等における新型コロナウイルス感染症拡大の早期探知のための 

モニタリング検査の実施に係る協力について（周知依頼） 

 

 

平素より、新型コロナウイルス感染症対策に関する取組につきまして、御理解・御協力をいた

だき深く感謝申し上げます。 

内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室では、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的

対処方針」（新型コロナウイルス感染症対策本部決定（令和３年８月 25日変更））（以下「基本的

対処方針」という。）において、「政府は、緊急事態措置区域であった都道府県等と連携しつつ、

再度の感染拡大の予兆や感染源を早期に探知するため、幅広い PCR検査等（モニタリング検査）

やデータ分析を実施する」とされていることを踏まえ、比較的感染リスクの高い事務所・作業所、

寮、大学、空港等の場所を中心にモニタリング検査を実施しています。また、令和３年８月 25日

に変更された基本的対処方針では、「都道府県は、政府が行うモニタリング検査において、小学校、

中学校等の教職員も、積極的に参加するように協力を行うものとする」とされたところです。 

基本的対処方針の趣旨を踏まえ、内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室としては、日

ごろから児童生徒と接することが多いと考えられる小学校、中学校等（小学校、中学校、義務教

育学校、中等教育学校及び特別支援学校をいう。以下同じ。）の教職員（特にワクチン未接種の方）

に対し、本モニタリング検査の積極的な活用を検討していただきたいと考えております。 

ついては、貴省におかれては、モニタリング検査の対象区域（※１）であって、学校や学習塾等

においてクラスターの発生がみられるなど、急速な感染拡大が広がっている首都圏の各都県（埼

玉県、千葉県、東京都及び神奈川県）のうち、特に人口が多い東京 23区、横浜市、川崎市、さい

たま市、川口市、千葉市、船橋市に所在する小学校、中学校等に対して、本検査の趣旨・目的に

御賛同の上、モニターとなることに御協力いただける場合は、内閣官房ホームページ（下記参照）

からモニタリング検査の登録を行うことについて、周知の御協力をお願いします 

（※１）北海道、宮城県、栃木県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、京都府、大阪府、

兵庫県、福岡県及び沖縄県 

また、早期に陽性者を発見することによって感染拡大を防止する観点から、抗原簡易キットや
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毎日の健康状態を把握するための健康観察アプリを活用（※２）することも有効と考えますので、

併せて御周知いただくようお願いします。 
（※２）抗原簡易キット及び健康観察アプリの活用に関する詳細については、「職場における積極的な検査等

の実施手順（第２版）について」（令和３年６月25日付厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推

進本部ほか連名事務連絡）を御参照ください。また、健康観察アプリについては、典型的な事例として

「健康観察CHAT」の概要を例示として添付しますので御参照ください。なお、内閣官房新型コロナウ

イルス感染症対策推進室ＨＰにおいても、民間事業者等が開発・提供している健康観察アプリを紹介

（https://corona.go.jp/health/）しておりますので、併せて御参照ください。 

 
記 

 

○ 感染再拡大の早期探知のためのモニタリング検査の実施【別添①】 

○ 新型コロナウイルス感染症 モニタリング検査（PCR検査）モニター募集中【別添②】 

○ 内閣官房 HP（感染拡大の予兆の早期探知のためのモニタリング検査登録フォーム） 

https://corona.go.jp/monitoring/form-group/ 

○ 「職場における積極的な検査等の実施手順（第２版）について」（令和３年６月 25日

付厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部ほか連名事務連絡） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000798697.pdf 

○ 健康観察アプリの例【別添③】 

 
                            

＜本件連絡先＞ 
 内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室  

電 話 03-5253-2111（内線33212, 33211） 

https://corona.go.jp/monitoring/form-group/
https://www.mhlw.go.jp/content/000798697.pdf


【目的】
• 無症状者に焦点を当てたPCR検査等（モニタリング検査）を実施
• SNS等のデータや行政検査・民間検査機関のデータも活用し、予兆や感染源を早期探知、
感染再拡大を防止

• 専門家や自治体等の意見も踏まえ、気になる変化等が見られた場合には、例えば関係者へ
の聞き取り調査や、業種やエリアを特定したより重点的な検査など機動的に対応

【実施場所】
• 有識者の意見を踏まえ、比較的感染リスクの高い事務所・作業所、寮、大学、空港等の場
所を中心に実施

• 地域の実情を把握している自治体からの提案を踏まえ、実施場所を決定
【対象地域】
• ２月22日からモニタリング検査を開始し、１４都道府県（北海道、宮城県、栃木県、埼玉
県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、岐阜県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県、沖
縄県）で実施

【検査結果及び分析結果】
• 検査結果及び分析結果については内閣官房HPにて公表

 都道府県別での直近３週間の陽性率
 年代別の直近３週間の陽性率

感染再拡大の早期探知のためのモニタリング検査の実施
別
添
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新型コロナウイルス感染症 モニタリング検査（PCR検査）
モニター募集中

定期的な検査で感染の拡大を防止！

②
唾液を採るだけ
苦痛はありません

③
学校単位で検査ができ
ます

⇓ ⇓ ⇓モニターのご登録はこちらからぜひ宜しくお願いします⇓ ⇓ ⇓

（ご登録後、オンライン説明会の案内をお送りします）
corona.go.jp/monitoring/form-group/

または、「モニタリング検査 事業所登録」で検索
※当面は随時募集いたします

①
検査は無料です

モニターになるとこんないいこと！

④
感染者の早期発見につな
がります

モニタリング検査の流れ

学校関係者様
登録 内閣官房・

管理団体
（電通テック）

＜お問合せ先＞
モニタリング検査コールセンター
【株式会社電通テック】
TEL : 0570-071-307
E-Mail : info@pcr-monitoring.jp
営業時間 9:00～17:00 (土日祝含む)

手続説明
（オンライン）

検査会社

学校関係者様 検体採取

検査

※検査方法・回数・
参加人数のご相談

小学校、中学校等の
教職員に対する検査
をぜひ御検討くださ
い！

別
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